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2022 年６月、英国・ロンドンにてサーキュラーエコノミーを推進するためのイ
ベント「サーキュラーエコノミー週間」が実施された。期間中、ロンドン・イ
ズリントン区は NGO 団体と連携し、衣服の無料修繕を行う「リペア・カフェ」
を開催。会場では、穴の開いた衣服を持参した参加者に対し、ボランティアのイ
ンストラクターが衣服の修繕方法に関する説明をしながら、物を修理し長く使い
続けることの楽しさや廃棄物が与える環境への影響について訴えた。

●自治体国際化協会（CLAIR クレア）とは
　自治体の国際化推進を支援すること等を目的とする自治体の共同組織です。
　 東京に事務局・本部を構え、ニューヨーク、ロンドン、パリ、シンガポール、
ソウル、シドニー、北京に海外事務所を設置しています。JET プログラム
事業、自治体の海外活動の支援、諸外国の地域活性化に関する情報収集、
さらには日本の地方自治体制度の世界への発信などを実施し、自治体と世
界各国の懸け橋となっています。

●JET プログラムとは
　 

●詳細はクレアホームページで！　　http://www.clair.or.jp/

JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）とは、外国青年を
招致して地方自治体等で任用し、外国語教育の充実と地域の国際交流推進
を図る事業です。ALT（外国語指導助手）、CIR（国際交流員）及び SEA
（スポーツ国際交流員）の3種類があり、2019年7月1日現在57か国から
5,761 人の青年が国内各自治体で活躍しています。


